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高度医療機器配置に関する地域問格差分析と  

最適配置毛デル僚衝  
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数として、曾豆二芸掌，豆∈Ⅳのように与えられる。   

エダ〟では、まずすべての配置対象地域豆 ∈ Ⅳ ＝  

（1，2，…，乃）にそれぞれ血」（翫を越えない最大整数）施  

設を与える。総施設数が∬であることから、あと∬－  

∑宜∈〃L鶴」施設だけの追加配分をする必要がある。そこ  

で飢－L翫」，豆∈．Ⅳを大きい順に並べ、上位から∬－  

∑柁〃L翫」偶の地域に1つずつ施設数を追加する。   

MRI施設、機器、技師、取扱件数に関する47都道  

府県間の地域格差分析を行った結果（表1参照）は以下  

のようにまとめられる。  

◎北海道はMRI施設数、機器数、技師数に余裕があ  

り、取扱件数が非常に多い。北陸3県、京都、大阪、  

奈良、徳島、高知も同様の傾向を有する。東北地方  

各県はMRI施設数、機器数、技師数ともわずかづ  

つ不足し、取扱件数も少ない。  

◎北関東3県はMR‡施設はある程度あるが、技師数  

はわずかに不足し、取扱件数は茨城で少なく、栃木、  

群馬で多い。束京は技師数は多いが、施設が不足し、  

取扱件数は非常に多Vヽ神奈川、千葉ではMRI施設   

数、機器数、技師数とも不足し、取扱件数も少ない。   

◎山梨、長野、静岡、あるいは中部地区はいずれもM  

RI施設数、機器数はある程度あるものの、技師数  

が不足し、取扱件数も少ない。   

⑳兵庫、福岡はMRI施設数、機韓数がいずれも少な  

いが、技師数は多く、取扱件数も少ない。奈良、和   

歌山、山陽、山陰、四国地方は全般にMRI施設数、  

機器数には余裕があるものの、山陰、広島、山口な  

どでは技師数が不足しており、取扱件数は多い。   

◎福岡を除く九州各県はMRI施設数、機器数には余   

裕があるものの、技師数が不足しており、大分以外  

では取扱件数が少ない。  

3 MRl施設の最適配置モデル分析  

MRI機器の最適配置を考慮するに際しては、考察の  

対象となるレベルとして、都道府県、二次保健医療圏、  

市町村、あるいは各種病院等さまざまなレベルが考えら  

れる。これらの各種レベルに対しては、施設配置に関し  

てそれぞれの状況制約、規制、経済的社会的条件等が存  

1 はじめに  

近年、高齢化が急速に進みつつあるわが国において、  

医療需要は今後とも大きく増大すると予想される。医療  

技術の進歩と多様化に伴って、将来、効率的な医療供給  

体制を構築することが緊急の課題となるであろう。本稿  

では、まず先駆的高度医療機器としてのMRI（磁気共  

鳴画像装置）の各都道府県に対する現状の配置状況がど  

のような地域的不均一性あるいは地域間格差を有してい  

るかを定量的に評価、検討する。主要なアプローチとし  

ては、公平かつ公正な配分ルールに基づいて資源配分を  

行った場合と現状の配分との格差を計算することによっ  

て地域間格差を定量的に評価する。配分対象としてはM  

RI施設、機器、関連技師、取扱件数を取り上げ、配分  

対象地域は各都道府県とする。   

次に、埼玉県の二次保健医療圏を対象として、MRI  

施設をどのように配置するのが最適かを分析する数理モ  

デルを構築し、最適化計算を実施することによって最適  

配置解に基づく各選択案の評価、検討を行う。   

2 MR＝施設配置の地域間格差分析  

わが国の47都道府：県にMRI施設、機器をどのよう  

に配置するのが公平かつ公正かという問題を考察する。  

すなわち現状のMRI関連の総施設数、総機器数、総技  

師数、総取扱件数が与えられたときに、これらを人口に  

基づいて公平、公正に配分して得られる最適配分数と現  

状の配分数との格差を求め、施設あるいは機器の配置の  

不均一性について分析、検討を加える。   

総議席数が与えられたとき、これらを各選挙区に”配  

分”するにはどうすればよいかという議席数配分問題に  

ついては、伝統的な方法として最大剰余数法（エダ〟）と  

呼ばれる配分方法がある。本節ではエダ〟に基づいて施  

設を”配分”した場合の格差分析を試みる。   

一般に施設配置対象地域数が乃、それぞれの対象地域  

戌∈Ⅳ＝（1，…，れ）の人口をp宜、そして総施設数を∬と  

する。このときそれぞれの対象地域豆∈Ⅳの割当分翫は、  

総人口P＝∑宜∈Ⅳ釣に対する各対象地域の理想施設配分  
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在する。また最適性の評価基準としては、費用、効用、便  

益、公平性、格差、サービスの質等種々のものが考えら  

れる。種々の制約条件のもとで何らかの評価基準を最適  

化する施設配置がどのようなものかを求めるには、数理  

計画（MP）モデルが適切である。すなわち、われわれが  

決定すべき畳を決定変数として定義し、種々の制約条件、  

そして最適化すべき評価基準をこれらの決・定変数を用い  

て数式の形で表現する。このようにして得られたモデル  

（数学モデルあるいは数理モデル）を解くということは、  

すべての制約条件を満たすような変数の組（集合）の中  

で評価基準を最適化するものを求めることに相当する。  

したがって、上述の各種レベルに対応してMPモデルを  

構築した場合、それらに必要とされる情報としてのデー  

タ、パラメタの値を設定した上でモデフレを解くという換  

作が必要となる。さらには、モデルを解くことによって  

最適解が得られた後にも、その解が実際に実現可能か否  

か、あるいはその解によってもたらされる状況が適切な  

ものか否かについての詳細な分析が必要となる。このよ  

うな手続は一般に感度分析と呼声訝しる。上述のMPモデ  

ルに関する最適化計算、最適解の検討、そして感度分析  

といった一連の操作をモデル分析という。   

都市の集合と各都市の人口データ、都市間距離デー久  

等が与えられたときに、MRIの最適配置を決定するM  

P最適化モデルを示う㌔ いま柁個の都市の集合をⅣ＝  

〈且，2，…，柁）と表すとき、次のようなデータが与えられ  

ているとする。   

彗：都市豆の人口，宜∈Ⅳ；d宜j：都市戎と都市ゴの間の距離  

（あるいは所要時間），宜，j∈Ⅳ，威名＝0，戌∈ガ；鳩：都市豆  

の1施設当たり利用者数上限（施設容量），戌∈Ⅳ；Zg：都  
市宜の既設施設数パ∈Ⅳ；∬：総施設数   

混合型整数計画法に基づく最適配置問題を定式化する。  
（1）決定変数  

弟：都市豆に配置されたMRI施設数  

z宜≧0，整数変数 戎∈Ⅳ   

勘ゴ：都市‖こ配置されたMR王施設を利用j  

する都市jの住民数，憲豆ゴ≧0，宜，ゴ∈Ⅳ  

整数変数z豆，戌∈Ⅳは都市壱にMRI施設をどれだけ配  

置すべきかを表すもまた変数∬宜ゴ，宜，j∈Ⅳ，は都市戎に配  

置されたMRI施設を都市ゴの住民がどれだけ利用する  

か、あるいは都市宜に配置されたMRI施設が都市ゴの住  

民をどれだげ，管轄”すべきかを表・れ  

（2）制約条件  

且．需要条件  

ニノ∫∴∴・ ．！⊂・  

亘∈ノV  

衰旬 都道府県別格差  
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2。施設容量条件  

∑勒≦砺zる  j∈Ⅳ  

ゴ∈〃  

3。総施設数条件  

∑z名＝∬  

豆∈．Ⅳ  

4．既設施設数条件  

zま≧考   査∈Ⅳ  

需要制約条件は、任意の都市jの”需要”がいずれかの  

都市に配置されたMRI施設からサービスの供給を受け  

る、すなわち都市jの需要が満たされることを表すb施設  

容量制約条件は、都市戎に施設が配置されない場合には、  

他のいずれの都市の需要をも満たすことができないこと  

を表す論理条件である。同時にこの制約条件は施設が都  

市まに配置される場合には、その満たしうる需要の総量  

は砺を越えることができないことを表す。したがって右  

辺値八郎ま都市哀に配置された施設の容量に相当する。総  

施設数制約条件は配置される施設総数を表し、既設施設  

数条件は既設施設を解に設定する。  

（3）目的関数  

び＝∑：∑：宛勒→Minimize  
豆∈JVj∈Ⅳi≠ゴ   

上の目的関数は住民の総移動距離を最小化すること  

を表すも   

埼玉県二次医療圏中央地区における1施設当たり人口  

（以下、容量と呼ぶ）はおよそ115，800（＝2，085，057／摘）  

である。また中央地区各都市における容量をみると、施  

設数0の鴻巣、蕨、鳩ヶ谷、桶川、吹上を除いて、最小が  

浦和の87，500、最大が川口の222，800となっている。川  

口が最大となっているのは、東京都に接しているために  

東京都心にある病院に向かう患者が多いことによるもの  

と思われる。そこで1施設当たり人口に相当する容量を  

パラメタとして最適化反復計算を行う。パラメタ几れはす  

べての市町村に対して同一値であるとして扱う。なお以  

下においては、1施設当たり人口に相当する朋▲の値とし  

て104（万人）で除した値を用いる。   

埼玉県二次医療圏中央地区における現在の施設数、機  

器数はいずれも18で、いずれの施設も1施設1機器で  

ある。図1はガ＝10，11，且2，15，…，のようにパラメタ  

を変更した場合のモデルの目的関数値に相当する住民の  

総移動距離の変化の状況を表すも 当然のことながら、施  

設容量が増えると全般的に目的関数値が減少する傾向が  

見られる。ここで施設容量が極端に大きくなると（無限  

大と表示）、現在の施設数18に対しては目的関数値が  

44．3×105（km）となり、また施設数が23になるとすべ  

ての中央地区市町村に施設が設置されることになるため、  

目的関数値は0となる。施設容量が極端に小さくなると  

（〟＝10，11などが対応）、すべての住民にMRI施設に  

よるサービスを供給することが不可能となるため、実行  

可能解が存在しなくなる。〟の値が12以上の場合には、  

施設数が現状の18以上ですべての制約条件を満たす実行  

可能解が得られる。朋‾の値が20あたりまではかなり住民  

1．6E＋07  

1．4E＋07  

1．之E＋07  

総1．OE＋07 移  

動臥OE＋06  

距  
離臥OE＋08   

4．OE＋06  

2．OE＋06  

0．OE＋00  

18  20  22  24  26  28  30  32  

施設数  

図1施設数と総移動距離  
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図望 最適解（M＝15万，L＝2頂）  

・ こ： ・一  

本稿の地域格差分析では公正かつ公平な配分方法と  

して最大剰余数法のみを用いたが、他にも公平さの基準  

を変えることによっていろいろな方法が存在する。しか  

しながら、いずれの配分方法を用いてもさほど異ならな  

い配分解を与えるため、上記の分析結果はいずれの場合  

もほぼ同様となる。最適配置モデル分析においては、M  

RI利用者について行政区に基づく住民移動の利便性を  

考慮したが、現実には交通利便性、住民購買行動に基づ  

く移動等のパターンも考慮する必要があろう。   

本稿で取り上げた高度医療機器MRIの配置に関す  

る地域不均一性分析と最適配置モデル分析はいずれもM  

RI機箸別こ限らずあらゆる施設、設備の配置に関する分  

析に用いられる手法である。医療分野における最適配置  

モデル分析の更なる応用が期待される。  

本研究は平成9年度老人保険健康増進等事業による  

もので、（財）医療経済研究機構において行われた。   
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の総移動距離は小さくなるが、20以上になると、施設容  

量の増加に対する住民の総移動距離の減少は少なくなる。  

〟の値は且5から20あたりが望ましいといえよう。   

施設容量を凡才＝15として考えてみよう。現在の施設  

数18に基づく理想状態（容量が無限となった場合の移動  

距離が肱3×105（km））よりも悪くならないことを一つ  

の条件とすると、総施設数は2且となるので、現在より最  

低あと3施設追加される必要がある。この場合には川口、  

鴻巣、桶川の3カ所の新たな施設を設置することを示す  

（図2参照）が、対応する目的関数値は38。0×105（km）と  

なり、現在の施設数に対応する理想状態よりもかなり改善  

される。この最適配置解から1施設増すと弧8×且05（km）  

だけ目的関数値は減少し、また1施設減らすと且4。9×且¢5  

（km）だけ増加することがわかる。図2中の対角成分は当  

該市町村における施設数を表し、また黒丸は行方向市町  

村の住民が列方向市町村の施設を利用するのが最適であ  

ることを表すも   

施設容量がノば＝15の場合は、総施設数の増加にした  

がって川口、鴻巣、桶川、大宮、鳩ヶ谷、吹上、上尾、蕨  

の順に新設するのが最適となる。施設容量が異なる場合  

には、新規施設を追加する最適順序も異なる。一般的な  

傾向として、施設容量が大きい場合には人口の余り大き  

くないところにできるだけ早期に設置するのが望ましい  

のに対して、施設容量が余り大きくない場合には、人口  

の大きいところにできるだけ早期に設置するのが望まし  

いということである。また新設順序が異なれば、”管轄”  

パターンも異なる。たとえば、川口は施設容量が小さく  

なるにしたがって、戸臥浦和の施設を利用しなければ  

ならず、また鳩ヶ谷は川口、戸田、北本などの施設を利  

用しなければならなくなる。また蕨などは自らのところ  

に施設が新設されない限り、ほとんどの場合に戸田の施  

設を利用しなければならない。  
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